
○東海村病院事業の設置等に関する条例 

平成１７年３月２５日 

条例第８号 

東海村病院事業の設置等に関する条例（昭和５６年東海村条例第２１

号）の全部を改正する。 

（病院事業の設置） 

第１条 村民の健康保持に必要な医療を提供するため，地方公営企業法

（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）第４条の規定に

基づき，病院事業を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 病院事業を行う施設の名称及び位置は，次のとおりとする。 

名称 位置 

村立東海病院 東海村大字村松２，０８１番地２ 

（平１７条例３２・一部改正） 

（経営の基本） 

第３条 病院事業は，常に企業の経済性を発揮するとともに，公共の福

祉を増進するように運営されなければならない。 

２ 診療科目は，次のとおりとする。 

（１） 内科 

（２） 小児科 

（３） 外科 

（４） 整形外科 

（５） 耳鼻いんこう科 

（６） 婦人科 

（７） リハビリテーション科 

３ 病床数は，次のとおりとする。 

（１） 一般病床 ４０床 

（２） 療養病床 ４０床 



（平１７条例３２・平２２条例１７・令２条例３３・一部改正） 

（重要な資産の取得及び処分） 

第４条 法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない病

院事業の用に供する資産の取得及び処分は，予定価格（適正な対価を

得てする売払い以外の方法による譲渡にあっては，その適正な見積価

額）の金額が７００万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは

譲渡（不動産の信託の場合を除き，土地については，その面積が１件

５，０００平方メートル以上のものに係るものに限る。）又は不動産

の信託の受益権の買入れ若しくは譲渡とする。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４３条の２の８第８項の規定により病院事業の業務に従事

する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない

場合は，当該賠償責任に係る賠償額が１００万円以上である場合とす

る。 

（令２条例３・令６条例２３・一部改正） 

（議会の議決を要する負担附きの寄附の受領等） 

第６条 病院事業の業務に関し，法第４０条第２項の規定により条例で

定めるものは，負担附きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその目

的物の価格が１，０００万円以上のもの及び法律上村の義務に属する

損害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が２００万円以上のものと

する。 

（業務状況説明書類の作成） 

第７条 村長は，病院事業に関し，法第４０条の２第１項の規定により，

毎事業年度４月１日から９月３０日までの業務の状況を説明する書類

を１１月３０日までに，１０月１日から３月３１日までの業務の状況

を説明する書類を５月３１日までに作成しなければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には，次に掲げる事項を記載する



とともに，１１月３０日までに作成する書類においては前事業年度の

決算の状況を，５月３１日までに作成する書類においては同日の属す

る事業年度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしな

ければならない。 

（１） 事業の概況 

（２） 経理の状況 

（３） 前２号に掲げるもののほか，病院事業の経営状況を明らかに

するため村長が必要と認める事項 

３ 天災その他やむを得ない事故により，第１項に規定する期日までに

同項の業務の状況を説明する書類を作成することができなかった場合

においては，村長は，できるだけ速やかにこれを作成しなければなら

ない。 

（指定管理者） 

第８条 次に掲げる病院の管理に関する業務は，地方自治法第２４４条

の２第３項の規定により，法人その他の団体であって村長が指定する

もの（以下「指定管理者」という。）に行わせる。 

（１） 病院における診療及び検診に関すること。 

（２） 病院に係る利用料金及び手数料の徴収に関すること。 

（３） 病院の施設及び設備の維持管理に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか，村長が定めること。 

２ 指定管理者は，前項に規定する業務を行うに当たっては，関係法令

を遵守するとともに，別に定める村の方針等に則り，良質な医療を村

民に公平に提供しなければならない。 

３ 第１項の規定による指定管理者の指定を受けようとする者は，事業

計画書その他村長が必要と認める書類を村長に提出しなければならな

い。 

４ 村長は，前項の規定により提出された書類その他必要な事項を調査

し，その経営状況，実績等を勘案して病院の管理を行わせるのに最も



適当であると認めた者を指定管理者として指定する。 

（平１９条例１３・旧第９条繰上，平３０条例１４・一部改正） 

（診療等の拒否等） 

第９条 指定管理者は，この条例又はこの条例に基づく規則に違反した

者その他適当でないと認めた者に対して，診療，検診若しくは入院を

拒否し，又は退院を命ずることができる。 

（平１９条例１３・旧第１０条繰上） 

（損害賠償の義務） 

第１０条 指定管理者又は患者その他の付添人若しくは来訪者は，病院

の施設又は設備に損害を与えたときは，その損害を賠償しなければな

らない。ただし，村長がやむを得ないと認めたときは，これを減額し，

又は免除することができる。 

（平１９条例１３・旧第１１条繰上） 

（秘密保持義務） 

第１１条 指定管理者及び病院の業務に従事している者（以下この条に

おいて「従事者」という。）は，個人情報を収集し，保管し，又は利

用するに当たっては，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号）の主旨を十分尊重し，個人情報の保護について必要な措置

を講ずるとともに，業務上知り得た秘密を他に漏らし，自己の利益の

ために利用し，又は不当な目的に使用してはならない。指定管理者の

指定の期間が満了し，又は従事者の職務を退いた後においても，同様

とする。 

（平１９条例１３・旧第１２条繰上，令５条例１１・一部改正） 

（利用料金の収受） 

第１２条 利用料金は，地方自治法第２４４条の２第８項の規定により，

指定管理者の収入として収受させるものとする。 

（平３０条例１４・追加） 

（利用料金及び手数料の額） 



第１３条 利用料金の額は，次に定めるところによる。 

（１） 一般診療（次号から第５号までに掲げるものを除く。）を受

ける者については，診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告

示第５９号），入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療

養費に係る生活療養の費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚

生労働省告示第９９号）及び厚生労働大臣の定める評価療養，患者

申出療養及び選定療養（平成１８年厚生労働省告示第４９５号）に

より算定した額 

（２） 労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）の規定に

より療養の給付を受ける者については，労災診療費算定基準（昭和

５１年１月１３日付け基発第７２号）により算定した額の範囲内で

指定管理者が定める額 

（３） 国家公務員災害補償法（昭和２６年法律第１９１号），地方

公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）及び船員保険法（昭

和１４年法律第７３号）の規定により療養の給付を受ける者につい

ては，前号の算定方法の例により算定した額の範囲内で指定管理者

が定める額 

（４） 公害健康被害の補償等に関する法律（昭和４８年法律第１１

１号）の規定により療養の給付を受ける者については，公害健康被

害の補償等に関する法律の規定による診療報酬の額の算定方法（平

成４年環境庁告示第４０号）により算定した額の範囲内で指定管理

者が定める額 

（５） 自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）の規定に

より療養の給付を受ける者については，第１号又は第２号の規定に

より算定した額に２を乗じて得た額の範囲内で指定管理者が定める

額 

２ 前項に規定する利用料金以外の利用料金は，別表第１に定める額の

範囲内で指定管理者が定める額とする。 



３ 診断書，証明書等の交付に要する手数料の額は，別表第２に定める

額の範囲内で指定管理者が定める額とする。 

４ 前３項の規定によるもののほか，利用料金及び手数料の額を定める

必要があると認められるものについては，厚生労働大臣が定める算定

基準の例により算定した額又は実費相当額の範囲内で指定管理者が村

長の承認を得て定める額とする。 

５ 前４項の規定により利用料金及び手数料を算定する場合において，

当該利用料金及び手数料に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及

び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する消費税及び地方

消費税が課される部分があるときは，前４項の規定により算定した額

の合計額に次に掲げる額を加えるものとする。この場合において，１

円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。 

（１） 前４項の規定により算定した額に消費税法第２９条に規定す

る税率を乗じて得た額 

（２） 前号の規定により算定した額に地方税法第７２条の８３に規

定する税率を乗じて得た額 

（平３０条例１４・追加） 

（利用料金及び手数料の納付） 

第１４条 病院を利用する者は，指定管理者に，その都度利用料金及び

手数料を納付しなければならない。ただし，入院診療に係る利用料金

及び手数料については，指定管理者が定める期日までに納付しなけれ

ばならない。 

２ 指定管理者は，前項の規定にかかわらず，必要があると認めたとき

は，利用料金及び手数料の納付期日を延期し，又は分割して納付させ

ることができる。 

（平３０条例１４・追加） 

（手数料の減免及び徴収の猶予） 

第１５条 村長は，災害その他特別の理由があると認めたときは，手数



料の全部若しくは一部を減免し，又は徴収を猶予することができる。 

（平３０条例１４・追加） 

（委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行について必要

な事項は，規則で定める。 

（平１９条例１３・旧第１３条繰上，平３０条例１４・旧第１２

条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１８年５月１日から施行する。 

（東海村立東海病院条例の廃止） 

２ 東海村立東海病院条例（昭和５７年東海村条例第１３号）は，廃止

する。 

（準備行為） 

３ 第９条の規定による指定に係る手続は，この条例の施行前において

も，同条の規定により行うことができる。 

附 則（平成１７年条例第３２号） 

この条例は，平成１８年５月１日から施行する。 

附 則（平成１９年条例第１３号） 

この条例は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年条例第１７号） 

この条例は，平成２２年９月１日から施行する。 

附 則（平成３０年条例第１４号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の東海村病院事業の設置等に関する条例の規定は，この条例

の施行の日以後に発生した利用料金及び手数料について適用し，同日



前に発生した利用料金及び手数料については，なお従前の例による。 

（東海村村立東海病院使用料及び手数料条例の廃止） 

３ 東海村村立東海病院使用料及び手数料条例（平成１７年東海村条例

第３３号）は，廃止する。 

附 則（令和２年条例第３号） 

この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年条例第３３号） 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年条例第１１号） 

この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年条例第２３号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

別表第１（第１３条関係） 

（平３０条例１４・追加，令５条例１１・一部改正） 

区分 細目 単位 金額 備考 

個室料 特別個室（村内

に住所を有する

者） 

日 １０，０００

円 

 

特別個室（上記

以外の者） 

日 １２，０００

円 

 

一般個室（村内

に住所を有する

者） 

日 ５，０００円  

一般個室（上記

以外の者） 

日 ７，０００円  

健康診断料  件 実費相当額  

人間ドック

料 

基本検査（日帰

り） 

日 ４０，０００

円 

 



家族計画指

導料 

 回 １，０００円  

妊娠反応検

査料 

 回 １，０００円  

避妊処置料 子宮内避妊器具

装置の挿入（診

察料込み） 

件 ３０，０００

円 

 

子宮内避妊器具

装置の抜去（診

察料込み） 

件 １０，０００

円 

 

他院挿入の子宮

内避妊器具装置

の抜去（診察料

込み） 

件 ２０，０００

円 

 

緊急避妊（診察

料込み） 

回 ８，０００円  

死体検案料  体 １０，０００

円 

午後１０時から

午前５時までは

１５，０００円 

死後処置料  体 １０，０００

円 

 

X線フィルム

コピー代 

半切 枚 １，０００円  

大角 枚 ９００円  

大四ツ切 枚 ８００円  

四ツ切 枚 ７００円  

六ツ切 枚 ６００円  

保険会社等

面談料 

 件 ５，０００円  



予防接種料  件 村長の承認を

得て指定管理

者が定める額 

 

別表第２（第１３条関係） 

（平３０条例１４・追加） 

区分 細目 単位 金額 備考 

診断書料 普通診断書 通 ３，０００円 ２通目からは１

通につき１，００

０円 

健康診断書 通 ３，０００円 １ 院外様式の

場合は２，００

０円 

２ ２通目から

は１通につき

１，０００円 

各種免許関係診

断書 

通 ３，０００円 １ 院外様式の

場合は２，００

０円 

２ ２通目から

は１通につき

１，０００円 

各種受験用診断

書 

通 ３，０００円 １ 院外様式の

場合は２，００

０円 

２ ２通目から

は１通につき

１，０００円 

特殊・複雑な診 通 ５，０００円 ２通目からは１



断書 通につき１，００

０円 

第三者行為によ

る事故及び障害

診断書 

通 １０，０００

円 

警察提出用診断

書を含む。 

県民共済用診断

書 

通 ３，０００円  

労災年金診断書 通 ４，０００円  

身体障害者認定

診断書 

通 ７，０００円  

生命保険用診断

書 

通 ５，０００円  

自動車賠償保険

診断書・明細書 

通 １０，０００

円 

 

後遺症診断書 通 １０，０００

円 

 

裁判所関係診断

書 

通 １５，０００

円 

２通目からは１

通につき１，００

０円 

施設入居・デイ

サービス用診断

書 

通 ２，０００円 ２通目からは１

通につき１，００

０円 

入浴等に関する

医師の意見書 

通 １，０００円  

死亡診断書 通 １０，０００

円 

２通目からは１

通につき１，００

０円 

死体検案書 通 １０，０００ ２通目からは１



円 通につき１，００

０円 

証明書料 治癒証明書

（幼・保・小・

中・高） 

通 １，０００円  

補装具装着証明

書 

通 ３，０００円  

おむつ証明書 通 １，０００円  

自動車通院非課

税証明書 

通 ３，０００円  

領収証明書 通 １，０００円  

病状調査書（保

険関係等） 

通 ５，０００円  

 


